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自家用有償運送の規制緩和まとめる 
地域公共交通部会 拡大には一定の歯止め 

 

 「自家用有償旅客運

送の拡大、道路運送法

の改定」の具体化を審

議している交通政策審

議会交通体系分科会地

域公共交通部会（交政

審地域公共交通部会）

は19年12月24日、第19

回会議をひらき、「中

間とりまとめ（案）」

が示されました。 

 「事業者協力型」と「観光客対象」という２点の規制緩和 

 中間とりまとめ（案）では、自家用有償運送に関しては、前回11月22日に提起さ

れていたのと同様、①交通事業者が実施主体に参画する事業者協力型自家用旅客運

送制度（仮称）の創設（合意形成手続き簡素化等）、②地域住民だけでなく観光客

を含む来訪者も対象とすることの明確化――が文章化されています。この二つは、

地域限定された自家用有償運送の規制を緩和するもので認められません。 

 原則は維持、「交通空白地の明確化」等は今後の運用が焦点 

 しかし未来投資会議が答申した「交通空白地の明確化」や「広域的な取組の促進」

については道運法改定の提起はなく、自家用有償運送は、バス・タクシーによるこ

とが困難な場合に行われる輸送サービスであるとの原則は変わっていません。 

 これは、未来投資会議で議論が行われてきた時から、その危険性を指摘してきた

運動により、無制限な拡大を押しとどめているという成果といえますが、法改定に

は入らなくても、運用で規制緩和される危険性があり油断はできません。 

 法案は一括法の中に道運法改定が含まれるか 

 部会の審議は、地域公共交通活性化再生法（2007年制定、14年改正）の見直しを

するために行われており、地域公共交通全般が審議対象です。したがって、大きな

枠組で地域公共交通活性化再生法等を改正する一括法律案がつくられ、その中に道
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運法の改定などが入ってくることが予想されます。その場合には、全体では地域公

共交通の活性化に役立つ部分もあることが想定されることから、自家用有償運送に

関する道運法改定部分を切り分けて、削除、修正させるという対応が必要になって

きます。 

 議論では自家用有償運送の活用に疑問の声も 

 12月24日の審議は、菊池書記長が傍聴しましたが、「タクシーもないところで自

家用有償運送ができるのか。OBのボランティアでは10年くらいしかできない」「タ

クシーの一層の活用というが、活用の方策が入っていない」「病院や障がい者、福

祉のサポートが必要」などの意見が出されていて、単純に自家用有償運送を拡大す

ればよいという意見はありませんでした。 

 財源の問題については、「公共交通における国の役割の議論では、財源の話が必

要。国がどれだけ予算を確保するのか」「福祉、文教などの予算全体の中で整理が

必要」「財源をどこからもってくるのか」など国の考えを指摘する意見が強く出さ

れ、国交省は「予算を獲得するエビデンスがまだできていない」「次のステージの

課題」などとあいまいな返答をしていました。 

 また、自動運転を地域公共交通で活用するということについては、レベル４で普

通の道路を走る自動運転は絶対無理、過度に期待するような書き方はするべきでは

ない、自動運転で問題が解決するかのような「神話」はやめて現実とのギャップを

情報共有すべきだと、きびしい意見も出ていました。 

 東京の仲間が宣伝、国交労組も支援 

 当日、国交省前では東京の仲間が宣伝行動を行い、交運共闘、国土交通労組の仲

間も支援に駆け付け、宣伝カーから訴えました。 

 

（次ページ以降、地域公共交通部会で出された資料の抜粋、全文は国交省HP 

 http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/sogo12_sg_000109.html）  

国交省前で宣伝する東京地連の仲間＝2019.12.24 
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2019.12.24 地域公共交通部会 中間とりまとめ（案） 

「持続可能な地域旅客運送サービスの提供の確保に向けた新たな制度的枠組み 

に関する基本的な考え方～地域の足のオーバーホール（仮称）～」（部分） 

 

３．課題・テーマ（解決の方向性）と「地域の足のオーバーホール（仮称）」の 

具体策 

 

(3) 郊外・過疎地等における移動手段の確保 

 

 地方部を中心に、高齢者等が自家用車のない生活への不安が強く、移動ニーズに

対応した移動サービスを確保するためには、公共交通の経営環境がますます厳しく

なる中、地域の努力や創意工夫を反映しつつ、地域に潜在する資源も十分に活用し

て、効率的かつ効果的な支援を持続して行うことが必要である。 

 その際、地方公共団体、交通事業者等の地域の関係者の協議の下で、路線バスに

ついては、生産性の向上を図るとともに、地域の実情に合わせてダウンサイジング

等（車両の小型化、運行経路やダイヤ（頻度等）の見直し等）を行いつつ、地方公

共団体の公的負担によるコミュニティバス、乗合タクシー、タクシー（乗用）等の

運行、さらには自家用有償旅客運送の活用、スクールバス、福祉輸送等の積極的活

用、物流サービスとの連携により、地域の暮らしや産業に不可欠な移動手段を持続

的に確保できるよう、既存の制度についてわかりやすく整理し、手続の簡素化など

柔軟な制度整備をすべきである。 

 なお、車両の仕様等に関する各種規制については、安全・安心の確保を前提とし

つつ、運行や維持のコスト削減に資するよう、不断の見直し・緩和を進め、その周

知を図るべきである。  

  

【具体策①】「地域旅客運送サービス継続事業（仮称）」の創設 

  鉄軌道、路線バス、コミュニティバス、旅客船の廃止が増えている中で、地域

住民等にとって必要な旅客運送サービスを継続していくためには、多様な選択肢

を検討・協議し、真に効果的・効率的な事業を実施する必要がある。 

  また、路線バス等の廃止に際しては、道路運送法により原則６ヶ月前に届出を

する必要がある一方で、廃止届出がなされてから６ヶ月間では、代替する旅客運

送サービスの継続に向けた議論を行うには十分な期間とは言い難い場合もある。 

  このため、鉄軌道、路線バス、コミュニティバス、旅客船の維持が困難と見込

まれる段階で、 

  ・地方公共団体が、既存の鉄軌道事業者、乗合バス事業者、タクシー事業者、

旅客船事業者を含めた関係者とサービスの継続のあり方を協議したうえで実

施方針（仮称）を策定し、公募等の手続を経て、サービス提供事業者を選定

することにより、 

  ・鉄軌道、路線バス、旅客航路の継続（縮小・変更を含む。）に加え、コミュ

ニティバス、デマンド交通、タクシー（乗用事業）、自家用有償旅客運送等

の多様な手段を選 択的に活用して地域の移動の足を確保するための法的スキ
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ームを創設し、 

法律の特例措置等によりその円滑かつ確実な実施を担保する必要がある。 

  なお、制度の運用に当たっては、あらかじめ、地方公共団体、交通事業者等の

地域の関係者が、法定協議会等において、地域公共交通計画（仮称）の策定・実

施を通じて、継続的に情報共有、協議等を行うことが重要であることに留意する

必要がある。 

  

【具体策②】タクシーの一層の活用 

  タクシーについては、多様なニーズに応じたドア to ドアの輸送を提供するこ

とができる公共交通機関として重要な役割を担っているところ、乗合タクシーの

導入円滑化に向けた環境整備や、過疎地域等において移動手段が十分でない場合

の移動ニーズに対応できるよう制度の柔軟化を検討するべきである。 

 

【具体策③】自家用有償旅客運送制度の実施の円滑化 

  自家用有償旅客運送については、現行の地域公共交通活性化再生法ではその位

置づけが明らかになっていないが、公共交通機関を補完して、地域における旅客

運送サービスを担う手段として明確に位置づけることが重要である。 

  また、安全・安心な輸送サービスの提供を促進するとともに、実施主体の負担

を軽減し、地域における協議を前提のもと、その実施の円滑化を促進することが

重要である。 

  このため、交通事業者が委託を受ける等により実施主体に参画し、運行管理を

含む運行業務を担う交通事業者協力型自家用旅客運送制度（仮称）を創設し、合

意形成手続きや申請手続きの簡素化等の特例措置を講じるとともに、交通事業者

が委託等を受けやすくなるよう委託環境を整備する必要がある。加えて、自家用

有償旅客運送の実施にあたって必要な地域の合意について、関係者の全員同意が

必要であるという誤解により建設的な協議が行われにくいケースがみられるため、

そのような事態が生じないように整理する必要がある。 

  また、インバウンドを含む観光ニーズの取り込みにより、生活交通も含め、地

域交通の持続性を高めるとともに、観光客の移動ニーズに対応し、地域の観光資

源の活用を図るため、地域住民だけでなく観光客を含む来訪者も対象とすること

を法律において明確化する必要がある。  

 

【具体策④】ラストマイル対策 

  地方部を中心に、高齢者等の外出機会を確保するためには、ドア to ドア型の

サービスを含め、いわゆる「ラストマイル」の移動手段を確保することが重要で

ある。 

  このため、需要規模に応じた路線バス、デマンド交通、タクシー（乗用事業）

等の組合せの最適化を図るとともに、自家用有償旅客運送の活用や、地方公共団

体の関係部局の連携等によるスクールバス、福祉輸送等の積極的活用を推進する

必要がある。 
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中間とりまとめ（案）概要 
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